










































































































































































１３）専門大学院には、経営専門大学院（MBA）とすべての授業を英語で行う経営専門大学院 SKK GSB（Sung 










































































































































































うとする意見交換がKASB（韓国会計基準委員会；Korean Accounting Standard Board）２０）を中
２０）日本の企業会計基準委員会（ASBJ）に該当する、韓国の会計基準設定機関である。IFRS導入後、KASB
は、IFRSの翻訳、非上場企業の一般会計基準および中小企業会計基準を設定・改定する役割を担ってい
る。韓国はIFRSのみ導入し、国際会計基準審議会の中小企業会計基準（SME）は導入していない。した
がって、現在、韓国の会計基準は、上場企業はIFRS、非上場企業は一般会計基準、そして中小企業は中
小企業会計基準を適用する３階層システム（threetier system）になっている。ただし、非上場企業の場
合でも上場企業と連結財務諸表を作成する場合は、従属会社（子会社）も全部国際基準を適用しなけれ
ばならないので、非上場企業の場合でも、上場企業の子会社および金融会社はIFRSを適用しなければな
らない。
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心に行われているようである。
しかしながら、大学の学部教育では、依然として伝統的形式の講義が行なわれている。なぜ
ならば、学部教育は公認会計士を多く出すことに重点を置いているが、公認会計士試験の問題
がまだそのような方向に変わって出題されているのではないからである。学部の教育を変える
ためには、まず公認会計士試験の問題が変わらなければならないし、社会制度全体が変わらな
ければ不可能である、とソン先生は強調した。
２．地方大学での試み
前述の成均館大学のソン先生も言及したところであるが、地方大学における会計学教育は、
ソウルに所在しているいわば名門大学における会計教育とはその様子が異なっていた。以下で
は、地方大学である嶺南大学の試みを紹介する。
１　会計税務学科の新設
前述Ⅲの「２．インタビュー対象大学」でも紹介したとおり、嶺南大学校では２０１５年度から、
それまでの「商経大学」から「経営学部」を分離独立させて「経営大学」に昇格させる。この
組織改革の特徴は、今まで経営学部で一括して行われていた会計教育を経営大学の「会計税務
学科」で特化して行うということである。この組織改革について、嶺南大学のキム先生から下
記の話を聞いた。
２　組織再編へ踏み切った理由
ⅰ　会計教育が商経大学のなかに属している場合、６つの専攻のなかで取らなければならな
い必修科目は１科目しかないので、〔学生が〕会計学の重要性は認識しているものの、必
修科目以外の会計学科目はできるだけ避けて履修する傾向があった。
ⅱ　昨年２１）、デグ地域の中堅企業を対象に人材の需要調査を実施した結果、企業が一番必要
とする人材が会計学を勉強した人であった。なぜならば、中堅企業は大企業とは異なっ
て、細分化された部署を運営するには費用がかかりすぎるので、部署が多様化されていな
い。そのような状況で、他専攻の人より、会計学を専攻した人はマルチプレーができる能
力がある人が多かったからである。企画もできるし、自分の担当以外の仕事が発生した場
合でも、それに代替できる流動的人材であるという。このように、中堅企業では会計学を
勉強した人を必要としているが、実際には、大学で会計学を勉強している人が多くないた
め、企業が採用したくても人材がいないという、需要と供給のミスマッチ状態が発生して
いるのが調査の結果分かった。
ⅲ　韓国は就職難である。とりわけデグは保守的な土地柄であり、女子学生はあまり他地方
２１）ここで「昨年」とは、インタビュー時点（2014年）においての昨年なので、２０１３年である。
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の大学には行かず、デグの大学へ進学する。そのためか、商経大学のみならず、工学部で
も女子学生が５０％以上を占めているが、就職は難しい。女子学生の就職率は３０～４０％程度
に過ぎない。したがって、就職率を高めるため、企業が必要とする人材を育てるために教
育しようという趣旨で、経営学部を分離し、経営大学にすると同時に会計税務学科を新設
することにした。
３　会計税務学科の新カリキュラムの特徴
会計税務学科に入ると、会計学関連科目の履修を避けることはできない。しかし、既存のカ
リキュラムのまま、テキスト中心の会計原理、中級会計、高級会計、税務会計などの授業を受
ける教育をしても、能力のある学生を育てるのは難しいと判断した。それで、競争力を高める
ため、カリキュラムを新しく作ることにした。新しいカリキュラムは、従来、大学の卒業生を
採用しても実務に直接使える能力がないという批判、および電算２２）の資格を全部取得したら企
業側が採用する、という中堅企業のCEOの意見を聞いて作成したという。
特徴１　
会計税務学科の新カリキュラムは、１年１学期に他の大学にはない「職業設計のための会
計学」という科目を開設している。「職業設計のための会計学」とは、中堅企業への就職を
目標にするのか、公認会計士・税理士になりたいのか、大企業に就職したいのかなど、自分
のトラック（track）を決めることができるように、１年１学期の間にその案を作るための授
業であるという。
特徴２　
特徴１の「職業設計のための会計学」を履修するのと同時に、会計の基礎科目として会計
原理を履修する。既存のカリキュラムでは、会計原理は１学期と２学期での履修で終わった
が、新カリキュラムでは１学期で会計原理１を履修しながら、仕訳練習が不足しているので
会計原理１の仕訳を訓練するコースを設けている。
特徴３
電算科目を強化している。既存の会計関連科目も履修しなければならないが、会計税務学
科を卒業するときは電算会計資格か電算税務資格を取ることができるようなカリキュラムに
している。このようなカリキュラムでも資格を取るのに時間が不足する場合は、大学（学部）
学生を支援する予算２３）を利用して、非正規教育課程として電算会計資格を取るためのクラス
を運営する。
特徴４
２２）韓国には電算会計資格、電算税務資格、ERP、のようなコンピュータシステムを扱うことができる資格
がある。
２３）韓国には学部学生を支援するエイス事業という支援システムがあるという。
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学生の希望は多様であるため、そのなかには公認会計士になりたい学生もいる。しかし、
会計税務学科のカリキュラムは公認会計士試験準備には不足している。そのため、会計税務
学科の学生として公認会計士試験勉強を準備する学生は、大学の特別枠である「天馬人材学
部」２４）の授業を受講しても会計税務学科の単位として認める。
Ⅴ　大学における会計教育とは
前回の報告では、大学の組織、カリキュラム、およびシラバスを通じて、韓国大学における
会計教育の特徴をみた。今回は、会計学を担当している教員に直接面談する方法で、大学での
会計教育の目的、会計教育制度など多方面にわたって、紙面からは得られない情報をたくさん
得ることができた。
まず、今回のインタビューを通じて、韓国の大学では経営学および会計学への関心が非常に
高いことが分かった。法科大学（法学部）の廃止もあって、その結果、経営大学（学部）が社
会人文系（文系）のなかでは、入学するのに最も高い水準が求められることも分かった。
これは、現在、韓国では就職が厳しく、経営学および会計学は実用学問として、経営大学出
身者は就職しやすいという理由からであろう。特に会計学に対しては公認会計士、税理士とい
う実用的資格を取るのに必要であるという学生のニーズ、実社会に役に立つという企業側の
ニーズがあり、大学の教育もこのような社会のニーズに応えようとしていることが分かった。
また、このようなニーズに応えられるのかが、大学の評判（reputation）に関わっているため、
大学は必死に応えようとしている。すなわち、有名大学出身者は就職口に恵まれているとい
う、大学＝就職という公式、いわゆる学歴社会が成り立っている。
このように、会計学が重要であり、社会的ニーズがあるということは明らかであるが、学問
としての会計学に対する学生の反応はどうであろうか。
１．会計学への関心度と会計教育の難しさ
今回のインタビューにおいて、学生の会計学への関心度についても聞いてみた。必修科目で
ある会計原理、そして選択科目としては中級会計１までを除いた他の会計関連科目において
は、受講生は主に公認会計士を目指す学生である。そして、会計学に対する学生の反応は「固
くて難しい科目」という反応であることは、ソウルの名門大学でも、地方の大学でも共通して
いた。IFRSが導入されてからは、内容がさらに難しくなり、他の科目より何倍の努力をしても
２４）「天馬人材学部」とは、２００９年から実施している奨学制度の一種であるようだ。全入学生に対して入学金、
授業料全額を免除している。政策科学専攻にロースクール・トラック、行政書士トラック、公認会計士
トラックを設け、教育を実施している。
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報われないことから、公認会計士を志望する学生も減少傾向にあるという。
日本では、このような会計学の難しさを感じないような教育をしようとする試みが、最近の
会計教育研究で見られる。たとえば、潮［２０１４］、飛田［２０１４］、菅原［２０１５］などがそれである２５）。
２．環境に敏感な会計教育
学生を公認会計士にすることが会計教育の目的であるとするならば、公認会計士が魅力的な
仕事でなくなった時に、優秀な学生の会計学に対する需要は消失してしまう。それが前述Ⅳの
１．の（２）①におけるソウル大学での現象である。そのため、ソウル大学では公認会計士のみで
はなく、会計情報を分析できる企業の経営者を育てる会計教育に方向を転換している面もある。
このように、韓国の大学における会計教育は、周囲の環境によって、時代によって、場所に
よって、その社会の必要性に応じて目的を変えながら行われている２６）。会計教育は社会環境に
敏感に反応する領域かも知れない。したがって、韓国だけではなく、異なる社会環境にある国
ではどのような教育制度のもとで、どのような目的をもって、会計教育が行われているのか、
調査してみる必要がある。
３．残された課題
韓国の大学における会計教育の調査だけでは、「大学における会計教育とは何か」という結論
を出すまでには到らなかった。しかし、直接インタビューする調査方法では、さまざまな有益
な情報を得ることができた。したがって、今後、証券市場が発達している香港の大学２７）、日本の
文化が流行しているという台湾の大学２８）など、アジアの大学を中心に調査し、比較して行きたい。
また、２０１５年度からスタートした嶺南大学校経営大学における会計教育を追跡調査していく
必要もある。
参考文献
潮［２０１４］：潮　清孝稿「『ペーパータワー』を用いた会計教育の取り組みとその効果」、『会計
２５）韓国でも韓国会計研究学会のなかに教育部門があって、さまざまな調査、韓国会計教育の問題点を指摘
する研究など、多数の研究が報告されている。
２６）しかしながら、前述Ⅳの１．会計教育の目的であげている①、②、③、④、および２．地方大学での試みは、
いずれも社会的実用性を非常に重視している点では共通している特徴である。
２７）証券市場が発達しているため、会計制度およびその教育が進んでいると思われるからである。
２８）２０００年代に入って、台湾の若者の間で日本の文化が非常にはやっているという。台湾では、以前はほと
んどアメリカの会計テキストを大学の教育で使っていたのだが、日本文化が流行している現在、大学教
育にも変化が起きているのか、日本の会計学もしくは会計教育が影響を及ぼしているのかについて、調
べたいと思うからである。
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教育研究』第２号、２０１４年、pp．２２-３１。
菅原［２０１５］：菅原　智稿「原則主義アプローチの採用からみた今後の会計教育研究の展望」、
『會計』第１８７巻第５号、２０１５年５月号、pp．２４-３６。
飛田［２０１４］：飛田　努稿「模擬店出店を通じた会計教育の事例：福岡大学商学部における創
業体験プログラムの取り組み」、『会計教育研究』第２号、２０１４年、pp．３２-４０。
〔資料〕　事前に用意したインタビューの設問内容
１．大学での「会計学」教育について、①社会に出てすぐ使えるような実践学問として教えて
いるのか、それとも②時代が変わっても対応できるような基本的な考え方を教えることに重
きを置いているのか。
２．質問１の回答と関連して、どのようなカリキュラムになっているのか。そのなかで資格の
取得はどの程度考慮されているのか。
３．理論（歴史を含む）教育と実務教育の比率はどうなっているのか。
４．大学における会計学の教育としては、どの程度の水準まで行うもしくは目指すべきだと思
うのか。公認会計士試験へ対応できるぐらいまでの教育をやるべきだと思うのか、それとも
基本的内容にもとづいて応用できる範囲に至ればいいと思うのか、どちらがよいと考えてい
るのか。
５．テキストおよび参考書はどのようなものを使用しているのか。アメリカのテキスト中心な
のか、韓国著者のテキスト中心なのか。韓国で出版された会計科目関連テキストを推薦する
としたら、どの書物を推薦するか。
６．商経大学系統の学生において、経済学や経営学などと比較して、会計学への関心度はどの
程度か。例えば、大学の科目の中で会計学関連科目を重要だと考えているのか。経営大学の
定員の何％ぐらいが公認会計士志望か。
７．外国会計学からの韓国会計学への（理論的な）影響はどのようなものか。アメリカからの
影響が大きいと考えるが、イギリス、日本の会計学研究の影響を受けているか。
８．IFRSの導入前と後でカリキュラムはどのように変化したか。
９．英語で講義を行う場合もあると思うが、その状況はどうか。英語での講義の必要性はどの
ようなものか。留学生はどの国からどのくらいの人数が参加しているか。
１０．教育と研究の関係はどうなっているか。自分の研究をどのように教育に反映しているか。
１１．（ゼミのような）少人数の個別指導教育はあるか。あるとすれば何年生からどのような形態
で行われるのか。
１２．研究者の養成を国内で行える体制が整っているのか。それとも、研究者を目指す大半の学
生は留学に行くのか。留学するとなるとどの国にいく学生が多いのか。
